
研究論文

企業の競争戦略における線形反応モデルの有効性

一X社 の海外進出構想を中心に

金 宇 烈

は じめ に

前稿1で 、今 日の競争戦略理論 として圧倒的 な支持 を得ているポー ター のポジシ ョ

ニ ング(positioning)およびバ ー ニー のResource-BasedView(以 下RBVと す る)の 理

論 的特徴 と、現実の企業経営への適用 にお ける諸 問題 を考察 した。そ して、企業経

営の適用に当たっては、両理論 の分断 されている分析視点を持 っては、持続的競争優

位 を説 明するのに充分条件 にな らないことを明らかにし、ポジシ ョニングとRBVの 統合

的分析視 点に基づき、外部環境 と内部 環境 の絶 え間ないコンフリク ト、適合 、そ して

新 しい戦略次元の再構築 といった線形反応モデルが必要であることを提示 した。

本稿で は、企業経営の事例 を取 り上げ、企業の戦略構想 の段 階で、ポジシ ョニ ン

グ とRBVが いかに応用 されてい るのか、 を計画 のプ ロセスに焦点 を合 わせて考察す

る。そ して、企業が新 しい経営環境 に直面 し、そ こで競争優位 を獲得す るためには、

既存 の戦略 との整合性 だけで はな く、新 しい戦略次元 の再創 出が必要であるこ と検

証す る と共に、その場合 に必要 な戦略的思考 として、前稿で取 り上 げた線形反応 モ

デル が有効 であるこ と論 じるものである。

特 に、新 しい経営環境お よび競争次元に直面 した企業 に とって、果た して既存の

競争戦略理論はそ のまま有効であ るのか、を再度検証す るために、国内市場 ではな

く、海外市場 といった今 まで とは全 く違 う競争条件 を1つ の分析対象 として取 り上

げる。事例 としては、 日本で化粧 品製造販売 を行な っている中小企業の海外進 出構

想 を取 り上げている。 それ は、既存 の国内競争次元 とは全 く異なる経営環境 に直面

'衣 笠 洋 輔 ・ 金 宇 烈 「競 争 戦 略 の 理 論 と実 際 一 ポジ ショニングとRBV(Resource-BasedView)

の 統 合 的 分 析 視 点 を探 って一 」 『国 際 経 営 論 集 』(神 奈 川 大 学)、No.26,2003年11月 。
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す ること、国内で のノウハ ウや競争優位 が海外 でもそのまま優位性 を維 持できるか

が分か らない こと、そ して、国内で築いたポジシ ョンをそのまま海外市場に拡大 し

た として も、それがそのまま競争優位 になるか分か らない こ とな ど、動態的環境要

因の変化 に対 して、果 た して既存 の静態的な競争戦略理論が有効 であるかを検証す

る ことができるか らである。

本稿 で取 り上げてい るX社 は結果論 か らすれ ば、 まだ結果 を出 していない現在進

行段階の企業で あ り、一般的な事例研 究か らすれば、何 の意味 もないもの として と

らえかねない。 つま り、ある事象 に対す る検証がで きないので、事例研 究 と して価

値 を持たない と考 えられ る恐れ がある。 しか し、本稿 は、 中小企業 の国際化 のプ ロ

セ スを追いなが ら、今後の成長過程 も明 らかにす ると共 に、海外 での競争戦略展開

を結果論 だけではな く、プ ロセ スか ら分析す るこ とによ り、競争戦略理論 にお ける

統合化 を一層精緻化 しよ うとす るものである。それは、前稿の趣 旨であったポジシ ョ

ニ ング とRBVの 統合化 とい った観点か らすれ ば、現在の競争次元(国 内での競争優

位)で の競争優位 が新 しい環境(海 外での競争)で も競争優位 になるのか とい った

問題 と深 く関連 してい るため、企業の持続的競争優位 と関連す る研究 として、格好

の研 究課題 にもなってい る。

したがって、本稿 はプロセ スにある企業実態 を追 う第一歩 となるわけであ り、安

易に結果論的な立場で、既存の理論 を正 当化す るものではない ところに特徴 がある。

また、今 後 も、X社 の競争 戦略 を追 い続 けるこ とに よ り、企業 の競争戦略の変遷 と

そ こで有効な理論 を検証 、抽 出 していきたい と思 う。

1統 合的分析の フレームワークと線形反応モデル

1ポ ジ シ ョニ ング とRBVの 理 論 的 対 立 の 構 図

ここでは、前稿の論 旨を概略 し、既存の戦略理論 を実際の企業現実に適応す る際

に起 こ りうる諸 問題 と、統合的分析視点の必要性 を再度提示す る。 まず 、企 業の持

続的競争優位 に関 して 、ポ ジシ ョニ ング とRBVの 論理構造の相違点 に焦点を当て、

理論 的論争 を巻 き起 こす根本的要因 を抽 出す る と共 に、理論 的対立の構 図2を 明 ら

かにす る(図 表1参 照)。

2両 理論 の基本 的対立構 図 に関す る解説 して は
、岡 田正 大rRBVの 可能性 ポー ターvs.バ ー

ニー論争 の構 図」『ダイ ヤモ ン ド ・ハ0バ ー ド ・ビジネ ス ・レビュー』2001年5月 、 を参 照 さ

れ た い。
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第1に 、競争 力 を決 定す る要 因 を、RBVは あ くまで も企 業 内部 の経 営 資源(以 下 、

リソー ス とす る)に 求 め てい るが、 ポ ジシ ョニ ン グは、 ポ ジシ ョン構 築 の基礎 とな

る産業 構造(外 部 環境 要 因)に 求 めて い る。 つ ま り、RBVは 、企業 の保 有す る リソー

ス の質 こそ 、企 業 の競 争 力 を左 右 す る根 本 的な 要 因 で あ る と主 張 して い るの に対 し

て 、 ポ ジ シ ョニ ン グは業 界 内にお け る 自社 の現 状 に 照 ら して 、魅 力 の あ る競 争 的位

置(ポ ジ シ ョン)を 見つ け る こ とが 、競 争 力 を決 定す る第1の 要 因で あ る と主 張す

る 。

図表1持 続 的競争優位 に関する理論的対立の構図3

RBV

対立

ぐ一 レ

ポジシ ョニ ング

競争力を決定す る要因として、企業内部

環境(リ ソ0ス)を 重視

競争力を決定す る要因 として、業界 と

い う外部環境を重視

競争優位の源泉は一部の リソース、また

はその組み合わせ

競争優位の源泉は自社独特の競争ポジ

シ ョニング

競争優i位の実現は価値のある希少な リソー

スの獲得 とそれ を有効に活用できる組織

競争優位の実現は業務活動全体のフィッ

ト

競争優位の持続は希少かつ模倣にコス ト

のかかるケイパ ビリティ

競 争優位 の持続 は、競争相 手 とは明確

に異 な る トレー ド ・オ フ(tradeoff)

競争や市場の変化 に対 して、迅速で柔軟

な対応 ができる組織形態

競争や市場の変化に対 して、 自社の競

争ポジシ ョニングを絶えず改善 ・向上

戦 略実行 の手段 は業務活 動 のベ ンチマー

クとベ ス ト ・プ ラクテ ィス達 成

戦略実行の手段 は競争 ポジションに合

わせた独特の業務活動

'」M
.E.Porter,"StructurewithinIndustriesandCompanies'Performance,"RevzewofEconomics

andStatzstics,Vo1.61,May,1979,pp.214--227;一,Co1ηpθ 亡1亡ル θ5「加 亡θ8y/Techniquesfor

Ana/yzingIndUStriesandCompetitors,TheFreePress,1980;‐,CompetitiveAdvantage:Creating

andSustalningSuperiorP台r1わ ㎜aηoθ,TheFreePress,1985;一,TheCo、mpθ 亡1亡ル θAcゴvangageof

Nations,TheFreePress,1990;‐,"TowardsDynamicTheoryofStrategy,"Strategic

ManagementJournal,Vo1.12,Winter,1991,pp.95-117;‐,"WhatisStrategy?"Harvard

BusinessReview,November-December,1996;一,「 戦 略 の 本 質 は 変 わ ら な い 」 『ダ イ ヤ モ ン ド ・ ハ ー

バ ー ド ・ ビ ジ ネ ス ・ レ ビ ュ0』2001年5月;JB .Barney,"FirmResourcesandSustained

CQmpetitiveAdvantage,"Journa/ofル 危ηa8θ 加 θηオ,Vo!.17,1991,pp.99-120.一,0∂1刀 加g

aηd5ロ5亡 ∂左珈g(=ompetltiveAdvantages,MA:Addison-Wesley,1997;一,

"l
stheResource-basedViewaUsefulPerspectiveforStrategicManagement

Research?Yes,"AcademyofManagementRθ 訂 θ1鷲VoL26,2001,pp。41-56;一,「 リソ ー ス ・

べ 一 ス ト ・ ビ ュ ー 」 『ダ イ ヤ モ ン ド ・ ハ ー バ ー ド ・ ビ ジ ネ ス ・ レ ビ ュ ー 』2001年5月;Amit、and

P.J.H.Schoemaker,"StrategicAssetsandOrganizationalRent,"StrategicManagement

/b召rη 謡Vol.14,1993,pp.33-46;岡 田 正 大 、 前 傾 論 文 な ど に 基 づ き 、 筆 者 作 成 。
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第2に 、競 争 優位 の源 泉 に対 して 、 ポ ジ シ ョニ ン グで は、 業界 内部 で 自社 に とっ

て魅 力 のあ る競 争 的位 置 を確 立す る こ とに よって 、競 争優 位 は あ る程度 決 ま って く

る と主張 して い るの に対 して、RBVで は、競争優 位 は 自社 が業界 に提供 で き る リソー

ス とそ の組 み合 わせ で あ るケ イパ ビ リテ ィ(capability)に よ り決 ま る とい う。

第3に 、 ポ ジ シ ョニ ン グで は個 々の 業務 活 動 と戦 略 との整 合 性 は も ちろ ん 、業務

活 動 間 の整 合1生を保 つ こ とこそ が 、競争 優 位 を実現 す る決 め 手 に な る とい うのに対

して、RBVで は価 値 の あ る希 少 な リソー ス を獲i得 し、 さ らにそ れ らを有 効 に活用 で

き る組 織 の存 在 に よ り、競争 優 位 は実 現 され る と主 張す る。

第4に 、競 争優 位 の持 続 に関 して 、 ポ ジ シ ョニ ン グお よびRBVは 共 に模倣 可能 性

に重 点 を置 い てい る。RBVは 、 リソー ス が競争 相 手 に よ り簡 単 に模 倣 され な けれ ば、

そ の優 位 性 は持続 す る とい う見 解 であ り、 ポ ジシ ョニ ン グは 、企 業 の ポ ジ シ ョン 自

体 が競 争 相 手 に よ り簡 単 に模 倣 され る とか 、侵 食 され る こ とのな い よ うにす るた め

には 、競争 相 手 とは明確 に異 な る トレー ド ・オ フの 関係 が必要 だ とい う立場 で あ る。

特 に、 ポ ジ シ ョニ ング は、 トレー ド ・オ フの 関係 が大 き く働 くた めに は 、 自社 の業

務 活動 を他社 が真 似 す るに 当た って 、他 社 が今 ま で行 なっ て きた 業務 活 動 を諦 め る

か 、 大幅 に変 更 しな けれ ば な らない状 態 が 望 ま しく、変 化 に対 す る コス トと抵 抗 が

模 倣 を難 しくす る とい う立場 で あ る。

第5は 、 外 部環 境 要 因の 変化 に対 して 、RBVは 、持 続 的競 争 優 位 の源 泉 とな る リ

ソー ス を有 効 に活 用す るた めの柔 軟 な組 織形 態 が必 要 だ と主 張す る。 これ に対 して 、

ポ ジ シ ョニ ング は競 争や 市 場 の 変化 に対 して 、 自社独 特 の競争 ポ ジ シ ョニ ン グを絶

えず 改 善 ・向 上す る こ とだ と主 張す る。 しか し、両 方 と も、そ の動 態 的適 合 プ ロセ

ス につ い て 充分 な説 明 が な され て い ない。

第6に 、 戦 略実 行 の手段 と して 、RBVは 、ベ ンチ マ ー ク とベ ス ト ・プ ラクテ ィス

な ど、オペ レー シ ョン活 動 の持続 的 改 善 を重 視 し、 こ うした 日々 の活 動 を通 じて 、

企 業 はそ の戦 略 を実現 で き る とい う。 これ に対 して 、 ポ ジ シ ョニ ン グは 、業 務 効 率

化 は 当然 の前 提 と しな が らも、 ポ ジ シ ョンに合 わせ た独 特 の業 務 活 動 と業 務 活動 間

の フ ィ ッ トこそが 戦 略 を実行 す る基盤 にな る と主 張す る。 しか し、 ポジ シ ョニ ン グ

に必 要 な リソー スの獲 得 プ ロセ ス と、 どの よ うな方 向ヘ ベ ス ト ・プ ラ クテ ィ ス を実

行 しな けれ ば な らな い のか 、 両方 とも不 明確 で あ る。

以 上 、 ポ ジシ ョニ ン グ とRBVの 対 立構 図 を見 て きた が 、 ポ ジ シ ョニ ン グ とRBVの

理 論 的 対 立 を生 み 出す 根 本 的 要 因 は、一 方 が極 端 に 内部 環境 を重 視 して い るの に対

して 、他方 は極 端 に外 部 環境 を重視 して い る点 に あ る。 また 、以 上 の考 察 に基づ き、
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前稿 では、2つ の競争戦略理論 が企業経営の実践 において もそのまま有効 なのか と

い う問題 を考察 してい くために、次 の4っ のポイ ン トを取 り上げている。1つ 目は、

競争力 を決 定す る条件 が内部環境 なのか、外部環境 なのか、それ とも両方 とも単独

では十分条件 にはな らない のか。2つ 目は、競争優位 の源泉 がポジシ ョニングか ら

生まれ るのか、企業内部 の リソースか ら生 まれ るのか、それ ともどち らの理論 も競

争優位 の源 泉を説 明す るのに十分条件にはな らないのか。3つ 目は、業務活動がポ

ジシ ョン と整合性 を持 ち、かつ業務活動全体 がフィッ トすれ ば、競争優位 は 自ら実

現 され るのか、それ とも リソースの有効活用 がなけれ ば、競争優位 は決 して実現 さ

れない ものか。4つ 目は、競争優位 を持続す る方法 として、 自社独特の業務活動 さ

え維持すれば、 トレー ド・オフが働 くた め、競争優位 は持続す るのか、それ とも 日々

のオペ レー シ ョン効率 を追求す る結果、 リソー スの模倣 が一層困難(希 少 かつ模倣

にコス トのかか る リソース)に な り、競争優位 が持続す るのか。

次は、以上の4つ のポイ ン トに基づいて、企業経営の実践 に照 ら してみた場合、

両理論 が単独では持続 的競争優位 を実現す る十分条件 にはな らな く、統合 的で折衝

的な分析視点が必要 であることを再度論 じてい く。

2統 合 的分 析 視 点 の 必 要 性

企業 の競争力 を決定づ ける能力は、企 業 の内部か ら生 まれ るのか(RBV)、 それ

とも外部か ら生まれ るのか(ポ ジシ ョニング)に ついて、ポジシ ョニングは、企業

の主体的能力 とマネジメン トの重要性 を見逃 している とい う批判 があ るよ うに、非

常に機械 的な論理 を展 開 しているこ とは否 めない。特 に、 クール とシェンデル が、

同 じ戦略 グループに属す る企業 間にも明確 な業績格差が存在 してい ることを明 らか

に したよ うに4、 同一の外部環境 条件 でも企業競争力に多大 な相違 が生 じる要 因は、

外部環境要因に対す る企業の主体的対応 が異な るか らに他 な らない。 したが って、

企業の競争力 は企業内部 の条件 に大い に影響 されてお り、その意味で、競争力決定

要因を内部条件 に求めているRBVの 論理が一応妥 当だ と言 える。

とはい え、企業が現在 の競争次元 で、競争力 を発揮 できる内部条件が、他の全 て

の競争次元 にお いて必ず しも有効 とも言 えない。つま り、全 ての条件において、企

aK
.O.Cool,andD.Schendel,"PerformanceDifferenceamongStrategicGroup

Members,"StrategicManagementJourxza.1,Vol.9,1988,pp.207-224;K.O.Cool,andI.

Dierickx,``Rivalry,StrategicGroupsandFirmProfitability,"StrategicルlanagetnentJourna!,

Vo1.14,1993,pp,47--59.
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業 の 内部 条件 が競 争力 を決 定 す る とは言 い難 の で あ る。 例 えば 、本 稿 で 取 り上 げ て

い る事 例 の よ うに、 日本 国 内で有 効 だ っ た 内部 条件 が、 海外 で も有 効 とは言 えな い

ものが 多 く、一 国 で は有 効 な リソー ス が他 国 、 また は新 しい経 営 環 境 で も必 ず しも

競 争優 位 を発揮 で き る とは言 えな いの で あ る。 した が って 、外 部 環境 要 因 に制約 さ

れ た条件 下 で のみ 内部 条 件 が競 争 力 を決 定 す る と言 え るの で は なか ろ うか。

第2に 、 ポ ジシ ョニ ン グは 、安 定 的 で成 熟 した産 業 や ビ ッグ ビジネ ス のみ を対 象

に して い る とい う批 判 が あ る よ うに5、 参 入 障壁 が低 く、 ポ ジ シ ョン間 の移 動 が容

易 な業 界 にお い て は、 競争 優位 を説 明す るの に非 常 に脆 弱 で あ る。 つ ま り、参 入 ・

移 動 障壁 が低 い産 業 の 場合 、 ポ ジ シ ョン間 に トレー ド ・オ フ の関係 が非 常 に 弱 いた

め、 ポ ジ シ ョン 自体 が もろ くて 、簡 単 に侵 食 され て しま う可 能性 が 高い の で あ る。

例 えば 、対 面サ`.ビ ス を主 とす るサー ビス 産業 の場合 、差 別化 の 要素 が個 々 の人材

の能 力 に大 き く左右 され る ため 、差 別 化 が難 しく、機 械 的 な ポ ジ シ ョニ ン グ理 論 を

持 って は、競 争優 位 を説 明す るの が非 常 に難 しい。 この よ うな理 由 もあ り、サ ー ビ

ス産 業 の場 合 、 個 々の企 業 は、業 界 分析 とい った外 部 環 境 要 因 を持 って 、競 争 相 手

と異 な るポ ジ シ ョンを構 築 して も、 そ の ポ ジ シ ョンにお いて競 争 相 手 を排 除 す る ト

レー ド ・オ フが長 く続 く とは言 え ない。

一 方 のRBVは
、 サー ビス産 業 の よ うに 、企 業 間の 競争 が 同質 化 に走 りや す い産 業

で は非 常 に有 益 な分 析 手 法 で あ る。 例 えば 、サ ー ビス産 業 にお い て 、 い い ポ ジシ ョ

ン を見つ けた と して も、 それ を構 築 ・持 続 す るた め には 、 サー ビスの質 が伴 わ な け

れ ば な らない。 そ の た めに は、 有 能 な ス タ ッフ を育 ち、 訓練 させ 、 しか も社 内 に長

期 勤続 させ る こ とが 必 要 で あ る。 しか し、熟 練 ス タ ッフの育 成 、厳 格 なサ ー ビス質

の 管理 や 日々 の地 昧 な ク レー ム対応 な どは、 ポ ジ シ ョニ ングか らす れ ば、 オペ レー

シ ョン効 率 の 追求 にす ぎな い。 しか も、オペ レー シ ョン効 率 は誰 で も簡 単 に遂 行 で

き る もの と仮 定 して い る。 しか し、 サー ビス産 業 は、上 記 の よ うな産 業 的特 徴 もあ

り、皮 肉 に もオペ レー一シ ョン努 力 の積 み 重 ね に よ り、質 の高 い サー ビス企 業 と して

自社 の ポ ジシ ョン を維 持 ・強化 す る こ とが で き るの で あ る。 とは い え、 自己完 結 的

な面 か らすれ ば 、RBVは 企 業努 力 の方 向性 を外 部 環 境 に委 ね て い る未完 成 の理論 で

あ り、 明確 な方 向性 の ない オペ レー シ ョン追 求で は、持続 的 競争 優位 には な らな い。

した が って、オペ レー シ ョンの 追求 を方 向づ け る意 味で は、方 向性 と しての ポジ シ ョ

H.Mintzberg,"TheDesignSchool:ReconsideringtheBasicPremisesofStrategic

Management,"5冒trateglcManagement/ournal,Vol.11,1990,pp.171-195.
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ニ ング とオペ レー シ ョンのRBVの 融合 が求 め られ る と考 え られ るの で あ る。

第3に 、 ポ ジ シ ョニ ング は、 クー ル とシ ェンデ ル の研 究 が示 してい る よ うに 、 同

じ戦 略 グル ー プ に属す る企 業 間 に も業 績 格差 が生 じる要 因の説 明 が で きな い。 また 、

外部 の模 倣 に対 して 、既 存 の業務 活 動 問の フ ィ ッ トだ けで はポ ジ シ ョン を改 善 ・向

上す る こ とが で きな い こ とを見逃 して い る。 したが って 、競争 優 位 を実 現す る方 法

と して 、ポ ジシ ョン に合 わせ た 業務 活 動 問 の フ ィ ッ トだ け では 十分 で はな い と言 え

る。 この こ とは 、本稿 で取 り上 げ て い る企 業 の海 外進 出にお い て 、 同 じポ ジシ ョン

を持 っ て参入 して も、 そ こに必 要 な リソー ス が大 き く異 な る こ とを見 れ ば一 目瞭 然

で あ り、業務 活 動 の整 合 性 や フ ィ ッ トのみ で は 、変 化す る経 営 環境 の 中で 、持 続 的

競争 優位 を説 明 で きな い と考 え るの が妥 当で あ る。 む しろ 、競 合相 手 とは異 な る リ

ソー ス、 また は機 能 を 中心 に、全 体 の業務 活 動 をシス テ ム的 に配 置す る こ とこそが 、

企 業 間 の収 益格 差 を生 じさせ 、 それ が結 果 的 に競 争優 位 につ なが る と言 え るの で は

なか ろ うか

第4に 、持 続 的競 争優 位 に関 して 、 ポ ジ シ ョニ ン グで は 、ポ ジ シ ョン問 に トレー

ド ・オ フが なけれ ば 、 そ の ポ ジ シ ョン は永続 す るもの には な らな い とい う。 ま た 、

ポ ジシ ョニ ング は戦 略 と業 務 活動 の最 適 な フ ィ ッ トが競 争 優位 を もた らす と主 張 し

て い る。 しか し、一 度 浸食 され は じめ てい るポ ジ シ ョンに対 して 、今 まで の 内部 条

件 下 で ポ ジ シ ョンを改 善 ・向上 す る こ とが 、果 た して どれ ほ ど差別 性 を もた ら し、

トレー ド ・オ フを強 化 す る こ とが で き るの か は疑 問で あ る。

以上 の よ うに 、ポ ジ シ ョニ ン グは 、最 初 の参 入 戦 略 と して 、そ して今 後 の 方 向性

を示す もの と して、 非 常 に 明快 な理 論 で は あ る ものの 、経 営 環 境 の変 化(需 要 、競

争構 造)に 対 して、 い か に ポ ジ シ ョンを改 善 ・向上 す るか 、そ して ポ ジ シ ョンの 改

善 ・向上 に必要 リソー ス の重 要性 を説 明す るの に は多 くの 問題 点 を露 呈 して い る。

この こ とに対 して 、RBVは 一 度 確 定 され た ポ ジ シ ョン、 ま たは 将来 描 いて い る企 業

の位 置 を達成 す るた め に、必 要 な オペ レー シ ョン的 な課 題 を 明 らか にす るの には非

常 に有 益 で あ る もの の、 明確 な準拠 を外 部 環境 に委 ね てい る とい う理 論 的 限 界 が あ

る。 しか も、ポ ジ シ ョニ ン グ もRBVも 静 態 的な 分析 手法 を踏 襲 し、環 境 要 因 の変 化

に適応 して い くプ ロセ ス に 関す る認 識 を欠 如 してい る。例 えば 、RBVの 論理 で は現

在 の リソー スが いつ ま で有 益 で 、価値 の あ るの もの にな り続 け るの かが分 か らな い。

結 局 、 時 間的経 過 に伴 う外 部 環 境 の 変化 に対 して 、企 業 の動 態 的 な適 合 プ ロセ ス を

提 示 しな けれ ば 、持 続 的 競争 優位 は説 明で きな い の で あ るs。
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3線 形 反応 モ デ ル

今 までの考察か ら、ポジシ ョニ ング とRBVの 分断 された分析視点では、今 日の複

雑 な企業間競争 の実態 を解 明す るこ とがで きな く、内外環境要因の統合的分析視点、

特 に方 向性 としてのポジシ ョニ ング とオペ レー シ ョンとしてのRBVの 融合 こそ、企

業間競争関係 の実態 をよ り現実的に とらえられ る有力な視点 を提供 して くれ る と言

える。 また、時間軸 と企業成長 のプ ロセス を考慮 した線形反応 モデル を提示す るこ

とに よ り、企 業の環境変化 に対す る持続 的競争優位 の説 明が一層容易 とな る。以下

では、統合 的分析のた めの具体的フ レーム ワー クを提示す る。

第1に 、内外環境要因の統合 的分析視 点である。 前述 した よ うに、ポ ジシ ョニ ン

グ とRBVの 分断的な分析視点は、外部環境要因に よ り企 業の競争力が決 定 されて し

ま うとい う宿命主義(ポ ジシ ョニ ング)か 、経営資源 さえあれ ばいかな る環境条件

下で も、企業は競争力 を獲得 できる とい う万能主義(RBV)に 陥 りかねない。 しか

し、企業は内外環境要因 との複雑 な相互作用 を繰 り返す こ とに よ り、 自社 の経営資

源 で最適な戦略次元 を構築で きる環境要因を選択す ることができる(図 表2参 照)。

実 際にほ とん どの企業は、内外環境条件 の相互作用を通 じて、 自社 に とって最適 な

外部環境 を選択 し、そ こで 自社 の経営資源 を最適に活用 している。 この よ うに、両

理論が相反す る ものではな く、互い に補完す る とい う統合的分析視点 を活用 しなけ

れ ば、極端 に一方のみを重視す ることに よる宿命 主義か、それ とも万能 主義かの問

題 か ら避 けるこ とができない と言 える。

第2は 、方向性(ポ ジシ ョニ ング)と 実行力(RBV)の 融合で ある。RBVの 最大

の理論的欠点 は、 リソー スの価値 を評価 しうる準拠 がない とい う点 にあ るものの、

企業のオペ レー シ ョンとそれ に よる リソースの蓄積 を説 明す るのには非常 に有効 で

ある。 これ に対 して、ポ ジシ ョニングは、戦略の方 向性 を示す とい う面 では非常に

有効で あるが、企 業の動態的で主体的な役割 とリソースが企業業績 に及 ぼす重要性

については、あま りに も疎かに扱 っている とい う問題点がある。 これ らの理論 的問

題 に対 して、現実の企業経営にお ける戦略策定のプ ロセスは 自社 の経営資源 がある

ので、それ を活用す る形であるポジシ ョンを描 いている場合 もあれ ば、ポジシ ョン

を描い てか らそ こに必要な資源 を獲得 してい く場合 もあ り、 この2つ のケー スが、

両立 してい る。 したがって、戦略の方 向性 としてのポジシ ョニ ングと、それ を実行

日 原 田氏は既存の競争戦略論は
、一時点での戦略策定、静態的な経営戦略に重点を置いてき

たため、環境変化と共に戦略間のつながりが無視されてきたといい、戦略間・時点問のつながりを

強調している。原 田勉 『競争・逆転の戦略』東洋経済新報社、2000年 。
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す るオペ レー シ ョンとしてのRBVの 融合 を模索す る ことが、学際的な研究 において

非常に重要な課題であ ると言 えるので ある。

図表2統 合的分析視点による戦略次元の構築

外部縣 耀 髭

ポ ジ シ ョニ ン グ

タ榔 環 簾1'孫乞 外部環境2
励

く〉

/
外部環境3

笏撫

RBV

除 合的分析視点

、一物

<

外部

嬰 夢 ⇒⇒ 覧ン⇔繍
i

/

第3は 、線形反応モデルの開発で ある。RBVに しろ、 ポジシ ョニ ングに しろ、持

続的競争優位 を論 じていなが らも、経営環境 の変化 をほ とん ど不変 のもの と仮 定 し

てい る。例 えば、RBVで は、現在競争優位 を発揮 している リソースが環境条件 の変

化 に対 して も、そのまま有効 なのか とい う問題 を説 明できない。また、ポ ジシ ョニ

ングも、一度確立 されたポジシ ョンを経営環境 の変化 に対 して、いかに改善 ・向上

していけばいいのかに関す る動態的視点 を欠如 している。

本稿 では、 これ らの問題 を改善 し、競争優位 の持続 に関す る企業経営 の実態を よ

り現実的に反映す るためには、時間的経過(内 外環境変化)を 軸 に した線形反応モ

デル を提示 している。図表3は 、競争優位 を持続す る動態的プ ロセス を表 した もの

で、まず、内外環境条件の分析 に基づ き、企業は 自社 に最適 な経営環境 を選択 し、

自社 の戦略方 向性 として ポジシ ョンを設 定す る(図 表3参 照)。 または、その逆 と

してポジシ ョンを先に設定 し、必要資源 を獲得 ・開発す る場合 もある。 そ して、 こ
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図表3外 部要因と内部要因の線形反応モデル

内部条件(業 務活動の配置)

飛躍 飛躍

1灘難
外部環境一

時問軸(内 外環塊条件の変化)

P1,P2,P3;ポ ジ シ ョ ン ●:リ ソ ー ス

の戦 略 方 向性 との整 合性 の 中で 、 自社 固有 の リソー ス を 中心 と した最適 な業 務活 動

の配 置 に よ り、 一一時 的競 争優 位 を獲i得す るこ とが で き る(P1)。

しか し、P1の 状 況 で 一 旦確 定 され た競 争 優 位 も、 環 境 条件 の変化 、 ま た は 自社

の戦 略 的意 図 の変 化 に よ り、既 存 の ポ ジ シ ョン との不 均衡 が生 じた り、 また は ポ ジ

シ ョンを維 持 、強 化 す るた め に、新 しい リソ0ス が必 要 とされ る。 そ こで、企 業 は

内 外環 境 要 因 との不 均衡 を解 消 す る方 向ヘ ポジ シ ョン を移 動 す るか 、新 しい リソー

ス を獲 得 しな けれ ば な らな い。 ま た 、そ れ に伴 い、 業務 活 動 の 配置 も当然修 正 して

い か な けれ ば な らな い。 っ ま り、今 まで の ポ ジシ ョン も、そ こで有 効 だ った リソー

ス も、新 しい 競争 環境 下 でそ の優 位 性 が 薄れ て い くこ とに な り、新 しくポ ジ シ ョン

お よび リソー ス を獲i得 しな けれ ば な らな くな るので あ る。 この段 階 で、企 業 は飛躍

とい う新 しい挑 戦 局 面 に直 面 し、 この局 面 を うま く乗 り越 え る企 業 は、 さ らな る成

長 と競 争優 位 を獲 得す る こ とが で き る。 実際 に、順 調 な成長 を成 し遂 げ て きた企 業

が 、環境 変 化 に順 応 で き ない とか、 業界 の再 編 に遅 れ を とる とかの 理 由で脱 落す る

ケー ス を数 多 くみ る こ とが で き る。 そ の要 因 は 、企 業 内部 のマ ネ ジ メ ン ト体 制 もあ
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れ ば、組織的な問題 もあるが、根本 的には、既存のポ ジシ ョンお よび リソースか ら

飛躍 して、新 しいポジシ ョンお よび必要 リソー スの獲得 にシフ トできなかったか ら

ではなかろ うか。

いずれ に しろ、ポジシ ョンの移動 とそれ に伴 うリソース獲得お よび最適配置 を円

滑 に行 なえ る企業 は、再びP2の 状況で競争優位 を」得 し、全体 的にP1→P2→P3の

スパ ンで競争優位 を持続す る。 この よ うな一時的均衡 と長期的不均衡へ、企業組織

を絶 え間な く適応 させてい く努力がなけれ ば、持続的競争優位 は実現 されない。 し

たが って、内外環境要因 と現在のポジシ ョンお よび リソース との均衡 、不均衡 を素

早 くキ ャ ッチ し、迅速 にその不均衡 を調整で きる経営 システムが深 く根 を下 ろ して

いる企業 は、持続的競争優位 を実現す る可能性 が高い と言 える。

結局、企業は生 き物で あ り、持続 的競争優位 を説 明す るに当たって も、短期的 で

静態的な分析視 点ではな く、連続的で継続的なスパ ンで考察 しな けれ ばな らない。

しか し、今 までの戦略論は、一時的で静態的な分析 が多かったた め、持続的競争優

位 に関す る動態的なプ ロセスの分析視 点に欠 けてお り、動態的なプ ロセ スに基づ く

競争戦略の理解 と展 開こそ、本稿の 目的があるのである。

∬X社 の事例研究

1中 小 企 業 の海 外 進 出 にお け る直 接 販 売 チ ャ ネ ル構 築 が 持 つ 意 味

絶対多数 の企業が同様で あるよ うに、中小企 業が海外 と何 らかの関係 を持つ こと

はほ とん ど貿易である。つま り製品の輸 出入 を通 じて外国企業お よび市場 とは じめ

て関係 を結ぶわ けである。 大体 の場合 、企業は輸 出商社へ依存 し、 は じめて海外 ビ

ジネス を経 験す る。 そ して、海外 の進 出国に現地販売子会社(subsidiary)を 設 立

し、 自社販売経路の開発 と促進活動の実施 を経 て、最終的には現地での生産段階に

入 るこ とにな る。特 に、現地販売子会社 の設立は、現地市場に よほ どの特性(現 地

業者の民族 的特性 、言語修正等 の特異性 、市場の狭隆 さ)が ないか ぎ り、 自己ブ ラ

ン ドによる自社販売 とい う長期的なマーケテ ィングを実施す る段階であ り、現地 生

産 のた めの前提 とな る。 したがって、 メー カーのマ0ケ テ ィング展開お よび企業の

競争戦略 とい う観 点か らすれば、 この現地販売子会社 の設立は、マーケティングを

実践 しうる経営資源 のパ ッケージが完成す る段階になる7。

現地販 売子会社設 立の段階にな ると、現地でマーケティングお よび競争戦略 を展

開す るこ とがで きるが、一方では企業 はかな りの リスク とコス トを背負 うことにな
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る。特に、経営資源 の制約 が大 きい 中小企業に とって、販売子会社 とはい え、簡単

に意思決定 を くだせ るものではなく1現 地での 自社の競争優位性 を模索す ることに

なる。

企業の海外進 出の可能要因 について、典型 的なMNCs研 究 では、企業 固有 の経営

資源 といった切 口で、現地企業 との競争で企業が生 き残れ る可能性 を説 明 してい る。

海 外直接 投資 を最初 に体系化 したハイマー(S.H.Hymer)は 、海外 直接投資 を行 な

う企業 は主 として寡 占的大企業で あ り、その よ うな寡 占的大企業 が海外直接投資 を

行な うためには、何 らかの企業特殊的優位 、す なわ ち寡 占的優位性 を持たなければ

な らない とい う。 なぜな らば、海外市場 においては現地企業の方 が、 自国の経済、

言語、法律、政治な どに関す る情報 を入手す る上で外 国企業 に対 して優位性 を持 ち、

外国企業 は現地政府 の対外差別 、国家 リスク ・為替 リスクにも さらされ るか らで あ

る。 したが って、外 国企業が海外 で事業 を成功裏 に営むた めには、 これ らの劣位性

を上回る何 らかの優位性 を持たな けれ ばな らない。例 えば、低 コス トの生産要素、

効 率的生産 に関す る知識、流通能力、製品差別化 能力 な どであ る8。 また、 キン ド

ル バーガー(CP.Kindleberger)は 、 これ らの寡 占的優位 を以下の3つ にま とめて

い る9。

① 製品 ・価格 の差別化能力(製 品差別化 、特別なマーケテ ィング技術 、小売価格

維持、管理価格)

② 要素市場の差別化能力(特 許技術、非公開技術 、資本調達 にお ける差別化、競

争組織 に組み込 まれた経営者能力)

③ 規模 の経済性

以上の考察か ら、本稿 と関連 して次の2っ の点を抽 出す ることがで きる。第1は 、

単なる販売拠点の設営 とはいえ、中小企業 が海外 に直接 投資 を行い、現地企業 との

競争で生き残れ るためには、何 らかの優位性 を持 たなければな らない。 しか し、そ

の優位性 が国内では優位 であって も、実際 に現地企業 との競争で は優位 に働 くか ど

うかが分か らない。特 に、ほ とん どの 中小企業は、商社経 由の貿易、または直接貿

易 とはいえ、その経験 と財務 的余力 に大 きな制約 があるため、一体に 自社の どの よ

山崎 清 ・竹 田志 郎 『テ キス トブック国 際 経 営 』(新 版)、 有 斐 閣 、1993年 、 第5章 。

S.H.Hymer著 、 宮 崎 義 一 編 訳 『多 国 籍 企 業 』 岩 波 書 店 、1979年 。

C.P.Kind/eberger著 、 小 沼敏 監 訳 『国 際 化 経 済 の論 理 』 べ りか ん 社 、1970年 。
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うな特殊性 が現地企業 に対 して優位性 を発揮で きるかは分か らない場合が多い。

第2は 、既存 の競争戦略理論 と関連 して、企業 の海外での競争優位 はポジシ ョニ

ングか ら生まれ るのか、それ とも企業内部の リソースか ら生まれ るかの問題である。

この問題 は一見す る と、RBVの 論者 の論 理に よ り、企業特殊的優位性 、つま り、 リ

ソース さえあれ ば、海外 で も競争優位 に立っ こ とができる と理解 され かねない。 し

か し、例 えばあ る リソースでは優位 にあるものの、他 では劣位 にある場合 、その企

業 は優位 にある リソースの有効活 用だけで競争優位 を獲得す ることがで きるのか、

それ とも、劣位 にある リソー スをも優位 にある リソースに育てなけれ ば競争優位 を

獲得できないのか。 これ らの問題 に対 して、RBVの 理論 的フ レー ムワー クだけでは、

国内の 中小企業が現地で競争戦略 を展 開す るに当た って、制約的な意味 しか示唆 し

ないのであ る。

2X社 の海 外 進 出の 背 景

世界の人々が公害のない化粧品を利用 し、安全で豊かな生活をサポー トす るといっ

た企業理念 で、1988年 に設 立 された 日本のX社 はー1991年 に化粧 品容器 の工夫 に よ

り防腐剤無 しで も腐 らない化粧 品を完成 し、1997年 には遠赤外線 キャ ップによる実

用新案 を取得す るよ うになる。 ほ とん どの化粧品が水分 とその他の油成分 を混合す

るために、界面活性剤 を使用 した り、または成分の腐敗 を防 ぐために防腐剤 を使用

した りしてい る。 しか し、 これ らは、人体に有害な成分で あることは間違い なく、

その多 くが 旧厚生省 の指定表示成分 として分類 され てい る。X社 はこ うした有害成

分 を一切使 わない、いわゆる安全 な化粧 品に着 目し、独特 の ビンの工夫によ り防腐

剤 を一切使 わな くて も、腐敗 しない化粧 品 を完成す るよ うになったのである。

1991年 にはマ レー シアに処女輸出 したこ とが、は じめての海外展開だったが、そ

の後、経営方針 のすれ違いによ り中断 され、それ以降、海外展開はほ とん ど進展の

ないままだった。 しか し、2003年 に韓 国の輸入化粧品専門会社 か らの引き合 いが あ

り、貿易仲介企 業の仲介下 で韓国にX社 化粧品 を輸 出 しは じめた こ とがきっかけ と

な り、長年 の夢だ った海外展開を本格 的に再度推進す ることになった。

特 に、今 日あ らゆる生活 分野 にお いて、 「環境 」、 「自然」、 「安全 」が大 きなテー

マ となっている状況 を考慮すれば、X社 の企業理念 と製品 コンセプ トは、時代的二・.

ズを先取 りした、優れ た製品であ り、今後 、大 きく成長する潜在的可能性 を潜 めて

い る とい う自信感 の元で、貿易 ではな く、直接販売拠点の設立 による海外拡大を具

体的に計画す るよ うになったのである。また、相手国の輸入商社 との貿易 は、 リス
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クお よび コス トが かか らな い とい うメ リッ トは あ るが 、X社 の企 業理 念 お よび 本 来

の製 品 コンセ プ トが全 くコン トロール で きな い とか 、統 一 した ブ ラン ド ・イ メー ジ

の構 築 が期待 で き ない とい う判 断 か ら、海 外 直 接 投 資 に よる現 地販 売 法 人 を構想 す

る よ うに な った 。 そ して 、最 終 的 に は世 界 にX社 の販 売 法 人 を設 立す る とい った遠

大 な計 画 を立 て る よ うに な った の で あ る。

3全 体 的な 構 想

前述 した よ うに、X社 は、現在 の よ うな現地輸入 商社 との貿易で は、世界 的なブ

ラン ドの構築ができない と判断 し、海外販売子会社 の展開による世界的な化粧 品メー

カー としてのポジシ ョンを構築す る といった計画の元で、海外進 出を構想 している。

しか し、規模 の小 さい 中小企業であ り、貿易 ノウハ ウもほ とん どな く、人材 育成、

海外 ノウハ ウな ど、海外展 開を実行 し うる経営資源 といった面ではほ とん ど期待で

きるものがない状況である。 こ うした事情 もあ り、海外 直接 進出の高い リスクか ら

国内事業 をヘ ッジングす るた めの異例の方針 を計画 しなければな らない よ うになっ

た。それは、海外販売子会社 を国内事業 と完全 に切 り離す構想 である。

具体的には、すでに貿易関係 にある韓国に対 して、100%投 資の現地販売法人 を設

立 し、現地法人の事業 が軌道 に乗 るにつれて、新 しい持株会社 を作 る とい う計画で

ある。 そ して、 この持株会社 に対 して、海外連結子会社の関係 を持たないた めに、

法律上最小 限の出資額限度に留 める とい う計画 を持 っている。 こ うす ることによ り、

も し、海外事業 が失敗 して も、その しわ寄せが国内事業に波及 し、国内事業 自体 の

経営安全性 も危 うくす るとい う最悪 の事態は避 けたい とい う狙いがあるのである。

一方
、韓 国にスター トした販売法人 はX社 の 日本本社 と新 しく設 立 され た持株 会

社 の資本構成 に変更す る。 そ して、第3国 に進 出す る際 には、ス ピンア ウ ト(spin-

out)の 形 で、現 地法人 と持 株会社 、X社 の 日本本社 か ら出資額 を割 り当て進 出す

ることに して いる。例 えば、台湾の現地販 売法人 に関 しては、X社 の韓 国法人が40

%、持株会社が50%、 そ して 日本本社が10%を 出資す る とい う具合であ る。 もちろん、

この構想 はあ くまで も計画の段 階で あ り、その実行 においてかな りの変更を迫 られ

る と思われ るが、海外現地法人 の設営 を考 えてい る企業 にとって は、その統制機能

を どの よ うな形でお くかに関す る問題 はあるものの、一般 的にあ り得 る進 出パ ター

ンだ と言 える。

具体的な進 出方案は、先にア ジア市場(韓 国、台湾、香港、中国な ど)に 対 して、

日本 国内で現地人 を雇用 し、徹底 した教育 と同時に初期 に市場 を開拓(現 地国語 に

ISO



研究論文●企業の競争戦略における線形反応モデルの有効性

よるイ ン ター ネ ッ トの シ ョ ッピン グモ ール 構築 、潜 在 的 な取 引先 の 開拓)す る。 そ

して、 文化 お よび 地理 的 に近 い ア ジア で海 外 展 開 の ノ ウハ ウを蓄 積 し、徐 々 にア メ

リカ市 場 と ヨ0ロ ッパ 市 場 へ拡 大 して い く とい う計画 を立 て て い る。

4現 地 販 売 法 人 の 戦 略 展 開 に お け る 必 要 条 件

とは い え、X社 が 、海 外 直 接 投 資 に よ る現 地 法 人 を設 立す る とい っ た計 画 を立 て

て も、そ こに は数 多 くの難 問 が あ る。 日本 国 内で は公 害 のな い化 粧 品 と して 、天 然

化 粧 品 の 一 ポ ジ シ ョンを獲 得 して い る もの の 、そ の ポ ジ シ ョンが確 固た る もので は

な く、 企 業規 模 も小 さい ゆ えに 、今 後 海外 展 開 のた め に は多 大 なマ ー ケ テ ィン グ努

力 が必 要 に な って い る。

X社 が海 外展 開 の た め に獲 得 して い る条 件 と今 後 必 要 な条件 を概 略 す る と、 次 の

よ うな もの が あ る。 まず 、特許 とい った差 別 的 な製 品 、ユ ニ ー クな経 営 理念 、そ し

て 高 い従 業員 の ロイ ヤル テ ィお よびテ レマー ケテ ィ ング の ノ ウハ ウな どで あ る。 し

か し、 貿 易 お よび 海外 事 業 に関す る ノ ウハ ウの蓄積 が ほ とん どな く、現 地 で どの よ

うにマ..._ケテ ィン グ を展 開すれ ば いい の か 、そ の確 固 た る戦 略 も未 だ にな い状 況 で

あ る。 また 、 日本 で は通 信 販 売(ほ とん どがテ レマ ー ケテ ィ ン グ とイ ン タ._._ネッ ト

に よる販 売)を 主 に して い るが 、現 地 国 で どの よ うな チ ャネ ル で販 売 す れ ば いい の

か 、 また 世界 的 に統一 した販 売形 態 は何 か 、 とい った戦 略 的 な 問題 は今 後 の課 題 と

して残 って い る。 しか も国際 的事 業 を管理 で き る ノ ウハ ウや組織 的 な面 で の ノ ウハ

ウもな く、 マネ ジ メ ン トシ ステ ムや 、 海外 展 開 を実行 し うる人材 もほ とん ど揃 って

い な い状態 で あ る。

この よ うな状 況 で 、 人材 をい か に確 保 し、現 地 に相 応 しい マ,__._ケテ ィ ン グ戦 略 お

よび競 争 戦 略 を展 開 して い け るの か、 ま た 、現 地 国 の 労務 関係 、法 律 、 規制 、会 計

制度 、 お客 様 の 二〇 ズ な ど、現 地 情 報 不 足 の問題 をい か に解 消 し うるか が 、X社 に

とって 大 き な課題 とな る。 しか し、X社 は 、 この点 につ いて 充分 に理 解 してお り、

そ こに必 要 な リソー ス を段 階 的 な プ ロセ ス を経 て構 築 してい くとい う計 画 を立 てて

い る。

皿X社 の海外進出構想における競争戦略への示唆

まず 、 図表4を 参 照 しな が ら、X社 の海 外 展 開 の構 想 を詳 細 に 見 て み よ う。 第1

に、海 外 市 場 で のポ ジ シ ョン(X社 の位 置づ け)を 先 に念頭 にお い て 、 そ こに必 要
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な リソース を網羅 してい る。 この ことは、現在 の資源 と業務活 動の最適配置 に重点

を置いてい る静態的なポジシ ョン分析 では、将来企業成長 のために必要な リソース

獲得 と、企業成長 の動態的側面 を説 明す るのにかな りの制約 があ ることを物語 って

い る。

図表4X社 の海外展 開にお けるポジシ ョンおよび リソース獲得の構想
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第2に 、ある時点にな り、一定 のポジシ ョンお よび リソースを獲得す ると、次の

段 階に向けて企業 システ ム全体 を飛躍 させ る構想 を してい る。つ ま り、現在 の均衡

と将来の不均衡 を継続 的に解 消す るこ とを繰 り返す ことによ り、成長 を成 し遂げて

い くとい うことを描 いてい るので ある。 以下では、X社 の構想 か ら競争戦略理論に

示唆す る ところを抽出 してみ よ う。

1企 業 成 長 の 原 動 力 は 一 時 点 か ら次 の 時 点 へ の 飛 躍

図表4で も分 かるよ うに、既存の リソースの最適活用 だけで は、企業成長 は限界

にぶつかる。つま り、 さらなる成 長を果たす ためには、企業 の描 いているポ ジシ ョ

ンと現状 の リソース とのギ ャップ を埋 め られ る新 しい リソー スが必 要 となるわけで

あ る。X社 の事例 か らすれば、最初 は公害 のない化粧 品を作 り、化粧 品公 害 を無 く

す とい うモ ッ トで安全 な化粧 品に着 目す る ようになった。 そ して、 こ うした化粧 品

事業への参入は、参入後のポジション、つま り、天然化粧 品 といった製 品市場でニ ッ

チ ・マーケ ッ トを形成 し、そ こで事業活動 を行な うことにな る。 しか し、 このポ ジ

シ ョンは、す でに必要 な リソースが あったか らこそ可能 になったわけではな く、 し

か も、ポジシ ョン と業務活動 との整 合性だ けで可能 になったわ けで もない。X社 が

公害のない化粧品、安全な化粧 品の製造販売 を行な うためには、新 しい製品技術 と、

それ を流通す るためのチャネル といった新 しい リソースが必要 となった。 さらに、

人材 育成 と公害 のない化粧 品 といった経営理念 を実現できる高い従業員の ロイヤル

テ ィを獲i得したか らこそ、現在 の市場 ポジシ ョンを獲得す ることがで きたのである。

っま り、現状 との不均衡 こそ、新 しいポジシ ョンの獲得 を可能 としたわけである。

次 に、X社 がアジア市場への進 出を模 索 した時 、最初 は韓国か らの引 き合 いによ

り、ア ジア市場への進 出を具体的に検討す るよ うになった。海外企業 との貿易は考

えていた ものの、貿易 のノウハ ウや それ を担 当できる人材 が不足 している状態で、

韓国の輸入業者 か らの引き合いがあ り、韓 国にX社 製 品を輸 出す るよ うになった。

この段階で 日本国内生産 とい うコス ト的な要素 と韓 国での輸入 関税お よび流通マー

ジンな どを考慮 した場合、 日本 国内よ りもはるかに高い価格 で韓 国の輸入業者は韓

国国内での販売価格 を設定 し、高価格製品 として販 売す るよ うになる。 もちろん貿

易取引のため、X社 は製 品の販売方法や価格設定 な どにおいて、何 の戦略的意図 を

韓国輸入業者 に貫徹す ることはで きな く、輸入者の注文によ り、製 品のみを船積 み

す る典型的 な初期 の海外展 開の道 を歩む よ うになったのである。

しか し、X社 は韓国か らの引き合い をきっかけに国際事業展開 を具体化す るた め
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の戦 略 を構想 す る よ うに な り、第3の 企 業 との貿 易 で は な く、 自社 の現 地法 人 を設

立 し、X社 の追 及 す る商 品 ブ ラ ン ドの構 築 や 販 売 チ ャネ ル を構 想 す る こ とに な る。

そ こで 、X社 は 、 あ くまで も無店 舗 販 売 に よる流 通 マ ー ジ ンの 削減 を通 じて価 格 の

引 き下 げ と中間所 得 層 に も支 持 を得 る こ とに よ り、 よ り広範 囲 の顧 客 を ター ゲ ッ ト

に設 定 しよ うと してい る。

一方
、X社 が 自社 直接 の販 売 チ ャネ ル を海 外 に設 立 し、海 外 で も公 害 の な い化 粧

品 として市場 ポ ジ シ ョンを獲i得す るた め には 、今 ま での リソー スで は到 底 対応 で き

な い こ とを察知 し、新 しく獲 得 す べ き リソー ス と企 業 能力 の検討 に入 る。 そ れ は 、

貿 易 ノ ウハ ウ、海外 展 開 を構想 し、実 行 し うる人 材 、 イ ンター ネ ッ ト販 売 お よび通

信 販 売 の ノ ウハ ウな どで あ る。 これ らの リソー ス はX社 の 日本 国 内 で の販 売 実 績 を

通 じて 、全 くない とは言 え ない もの の 、事情 が異 な る海 外 で 果 た して通 用 す るか は

未 知 数 で あ り、 そ の た め、 内部 蓄 積 が 可能 な もの と外 部 か ら調 達す べ き もの を 区別

して、 リ ソー ス獲 得 を模 索 してい る。 現在 、X社 は 、 ま さに リソー ス獲 得 の段 階 に

あ り、海 外 で 新 しい ポ ジ シ ョンを構 築す るに 当た って 、必 要 な リソー ス とノ ウハ ウ

を構築 す るた め の準 備 に入 っ て い るわ けで あ る(図 表4の ポ ジシ ョン2の 段 階)。

最後 にポ ジ シ ョン3の 段 階 に な る と、X社 は天 然化 粧 品 とい う市 場 ポ ジ シ ョンで、

公 害 の ない 化粧 品 と して 世界 的 に統 一 した ブ ラ ン ド ・イ メー ジ を構築 し、 当該製 品

市 場 で確 固 た る市 場 ポ ジシ ョン を構 築す る とい う目標 を立 て てい る。 しか し、 こ こ

で必 要 な リソー スは 、上 記 と同様 に現 地 適用 力 、多 国籍 展 開 の ノ ウハ ウな ど、新 し

く獲 得 す べ き リソー ス が 山積 み して お り、現 在 の 内部条 件 か ら さ らな る飛躍 が必 要

で あ る こ とを 自覚 して い る。

以 上 で 見 た よ うに 、企 業 成長 力 の原 動 力 は 、 ポ ジ シ ョニ ン グで い う現 在 の条 件 に

お け る リソー スお よび業 務 活動 の最 適 配 置 だ け では 不十 分 で 、新 しいポ ジシ ョン を

可 能 とす る リソー ス の獲 得 に よ り実 現 され る もので あ る。 つ ま り、 ポ ジ シ ョン は将

来 の方 向性 を明確 に し、 進 むべ き道 を示 唆 す るの に非 常 に有 効 で あ るが 、そ れ を具

現 化す るた め には 、意 図 的 に不 均 衡 を創 造 し、 必要 リソー ス を獲 得 しな けれ ばな ら

な い とい う点 を見落 と して い る。 ま た 、個 々 の 時点 にお け るポ ジ シ ョンか ら次 の 時

点 ヘ ポ ジ シ ョンを拡 大 、 変 更す るた めに は、 リソー スお よび 内部 管理 体 制 な どにお

け る飛 躍 が必 要 で あ り、 この飛 躍 が 可能 な企 業 こそ 、継 続 的 な成 長 を達 成 し、新 し

い経 営 環境 で も競争 優 位 を獲 得 す る こ とが で き る と言 え る。
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2個 々 の 時 点 にお け る方 向性 は 市 場 ポ ジ シ ョニ ング

RBVの 最大の理論的限界が企業戦略の方 向性 を示 さない とい う点 と、価値 のある

リソースを決定す る要因 を外部環境 要因に委ねてい る とい う点で ある。それ で、方

向性 としてのポ ジシ ョニングとそれ を実行 す るオペ レー シ ョン としてRBVの 融合 を

強調 して きたわけである。X社 は、海外 とい う新 しい経営環境 に直面 し、内外環境

要因の分析 に基 づき、 自社 の長期 ビジ ョンを描 ける相対的位 置 を確認 し、それ を可

能 とす るための リソース を模索 してい る。つま り、 どの競争ポジ シ ョンに 自社 を位

置づけ るか、そ して、それ は可能なのか、 といった競争 要因分析に基づ き、参入 の

方 向性 および将来のあ り方を1っ のターゲ ッ トとして設 定 してい るのである。

この点 は、RBV論 者 がい う長期 ビジ ョン'oかも しれ ないが、そ の長期 ビジ ョン こ

そ、市場 での 自社 の位 置づけを具体化す るものであ り、市場 ポジシ ョンに他 な らな

いのである。また、 こ うした長期的な市場ポジシ ョンを明確 に打 ち出す ことによ り、

いかな る リソースが必要なのか も明 らかに され るはずである。 したがって、現実 の

企業経営 にお けるポジシ ョンは 自社 の方 向性を示唆す る といった意味においては非

常 に有効 であ り、方 向性 としてのポジシ ョンの重要 さを再度認識 しなければな らな

い 。

3ポ ジ シ ョンを 飛 躍 す る た め に は企 業 固 有 の リソー ス の 蓄 積 が 前 提

前述 したよ うに、一度確 定 されたポジシ ョンがそ のまま永遠に競争優位 を持続す

るこ とはあ り得 ない。つま り、持続 的な改善 と向上 を図 らなければな らないが、ポ

ジシ ョンの持続 には企業 固有の リソースが必然的 に必要 とな るわけである。X社 の

事例か らすれば、構想の段 階ではあ るものの、国内か らアジア市場へ 、 さらに多 国

籍展開 を図るために必要な リソースを網羅 し、その獲得お よび内部蓄積 を念頭 に、

現地 国の人材 獲得お よび教育 か らE一マー ケテ ィングに必要 なシステム構 築や ノ ウ

ハ ウの蓄積 まで多様 な リソースの構築 を計画 している。 この ことは、静態的で現状

維持的なポジシ ョニング論理 では、企業成長の背景 にある原動力 に関す る説 明がで

きな く、また、一度確立 され たポジシ ョンを改善、向上す るためには、企業内部 の

リソース獲得が必ず必要である ことを見せ てい るのである。

結局、競争環境要 因分析 と、 自社 に とっての最適 な市場セグメンテーシ ョンでの

集 中を理論 的骨子 とす るポ ジシ ョニ ングは、環境要 因が変化す るにつれ て、 自社 の

°C
.K.PrahaladandG.Hamel,"StrategicIntent,"HarvardBusinessReview,May-June,19$9.
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ポジシ ョンをいかに改善 し、向上すべ きに関す る連続 的な分析視 点を欠如 している

た め、一時点での競争優位 を結果論 で体系化 したものにす ぎない とい う問題点 を露

呈 している。 また、RBVに おいて も現在獲得 している リソース と、今後競争優位 を

持続す るた めに必要な リソース をいかに見極 め、構築 す るか に関す る議論 ができな

いのは、や は り外部環境要 因の変化 に対 して、連続 的な分析視 点を欠如 しているか

らに他 な らない。 この点 こそ、ポジシ ョンもRBVも 共 に持 っている静態 的で一時点

での分析視点の限界で ある。

本稿 で考察 しているよ うに、企業 は内外環境要因の持続的変化 に直面 しなが ら、

将来の市場での位 置づ けお よびそのために必要 な リソー スを絶 えず調達、供給 しな

けれ ば、競争優位 は ともか く、存続す ら危 うくなる。 このこ とは、企業が持続的競

争優位 を獲得す るためには、環境要因 の変化 と共に持続的 に新 しいポジシ ョンを構

築 し、それ に必要 な リソー スを獲得 しなけれ ばな らない とい うことであ り、これ こ

そ、現実の企業経営において競争戦略 を策 定す る際の最重要な指針 とな ると言 える

のではなかろ うか。

4競 争 優 位 は ポ ジ シ ョン とそ の構 築 を 可 能 とす る企 業 リソー ス の 融 合

企業の成長 はポ ジシ ョニ ングでい うよ うに、 内部条件 をそのポジシ ョンに向けて

最適配置す ることによって実現 され るものではな く、ポ ジシ ョンを実現 可能 とす る

企業の リソース構築 がなければな らない。

X社 の事例か らすれ ば、X社 の海 外進 出の構想 が実現 され、公害 のない化粧 品 と

しての市場 ポジシ ョンを海外 で も獲得できるか どうかは、まだ未知数 であるが、少

な くて も企業の競争戦略の策定 において、現在 のポジシ ョンを改善 ・向上す るため

には、企業 内部の リソ,__.スの開発 を常に念頭 におき、戦略を策定 しなければな らな

い ことを確認す ることがで きる。

ただ し、 ここで浮 き彫 りに され る問題 は、企 業のポジシ ョンが リソー スを決定す

るのか、それ とも リソースがポジシ ョンを決 定す るのか、 とい う問題 である。つ ま

り、企業の最適 な参入 ポイン トであるポジシ ョンを確固たるものにす るために リソー

スが必 要なのか、それ とも企業の持 ってい る リソー スがポジシ ョンを決定す るかの

問題 である。そ もそ もポ ジシ ョニ ングが企業間競争で示唆 してい る最大の要は、全

て の企業が売上、または市場 シ ェアにおい て第1の 位置 を 占め る必要が ない とい う

こ とである。そ して 、それ ぞれのセグメンテー シ ョンで最適な利益 を獲 得できる企

業体質 、言い換 えれ ば、互 いに異な る競争次元 で戦 うことこそが、無限大の模倣の
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悪循環 か ら企業の利益率 を守 り、共存が できるとい うもので ある。

しか し、企業は内外条件 の中で、最適 なポジシ ョンを企業の戦略 的意図に よ り決

定す るものであ り、単 に外部 の競争要因分析 のみで企業があるセ グメンテーシ ョン

に参入 を決定す ることはない。 したがって、企業 のポジシ ョンは戦 略的意図によ り

決 め られ るものである と言 えるのである。X社 の事例 か らすれば、 日本 国内にお け

る製品開発 のモ ッ トが公害のない化粧 品の製 造販売 に参入す るきっかけ とな り、そ

れ が結果的 にX社 の市場ポ ジシ ョンを天然化粧 品市場 といったセ グメンテー シ ョン

で集 中す る結果 となったのである。そ して、このポジシ ョンを確 固たる ものにす る

ために、開発 した製 品にフィッ トす るマー ケテ ィングを展開 し、それが結果論的 に

天然化粧品市場における中価市場でローカル なポジシ ョンを獲得す るよ うになった。

しか し、 このポ ジシ ョンを可能 に したのは、他 な らぬX社 が持 ってい る企業理念お

よび従業員 の高 いの ロイヤルテ ィ、そ して差別的な製品で あ り、決 して外部環境条

件が全ての制約条件ではなかったので ある。

もちろん、海外展開の場合、 日本国内で位置 している市場ポジシ ョンがあるため、

その市場 に集 中す る戦略を持 って、海外進 出を構想 しているが、上記 で見た ように、

それを実現可能 とす ることは、ポジシ ョン内にお ける既存 リソースの最適 な活用 で

はな く、ポ ジシ ョンを構築す るための リソースの獲得 、または蓄積で ある。以上の

ように、企業の競争優位 と成長 は明確 な市場 ポジシ ョンとそれ を持続可能 とす る リ

ソースの開発 と蓄積 によって可能になる と言 えるのである。

5持 続 的 競 争 優 位 は 時 点 間 の 飛躍

ポ ジシ ョニングお よびRBVは 企業の競争次元 を暗黙の 内に一 時点に限定 してい る

とい う問題 があると述べた。 しか し、中小企業 か らス タ0ト し、大企業 になった多

くの企 業を見れば分 かるよ うに、創業 時に有効 だった リソースや市場でのポジシ ョ

ンが永続す ることはほ とん どない と言 える。例 えば、大型機 に特化 していたIBM、

半導体のメモ リ事業 にお けるアメ リカ、 日本企業 の衰退 な どを見 ると、一時点で の

競争戦略が継続す ることはな く、 しか も、一度確定 されたポジシ ョンや企業の リソー

スが永続 的に優位性 を発揮す る こともない と考 えなければな らない。つ ま り、それ

ぞれ の競争次元でのつ なが り、または企業 が直面 している条件下で、次 のステ ップ

に飛躍で きる能力があ るか どうかで、企業 の持続 的競争優位 は決まって くるのであ

る。 この ことをr本 稿 では飛躍 として表 してい る。

現在直面 してい るポジシ ョンお よび リソースの中で、企 業は次のステ ップ に飛躍
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しなければ、現在 のポ ジシ ョンも守れな く、衰退の道 を歩む ことになる。 しか し、

こ うした個 々の時点間の飛躍 を円滑に移行 できる企業は、 さらな る成長 を成 し遂げ

ることがで きる。X社 は 自社の戦略展 開に必要 な リソース を把握 し、 しか もそ こで

のポジシ ョンを描 きなが ら、今 まで とは異 なる リソースお よびポジシ ョンの向上 を

模索 している。 また、現在のポジシ ョンお よび リソース、そ して次のステ ップにつ

なげるために必要なポジシ ョンとそれを可能 とす る リソースを明 らかに し、その獲

得お よび最適活 用の体制 に備 えよ うと構想 してい る。

以上の よ うに、ポジシ ョンさえ構 築すれば、企業 の競争優位が永続す るとい う論

理 も、 リソース さえあれば、持続的競争優位 を維持す るこ とがで きるといった論理

も現実の企業経 営には一時的な時点での意味 しか持たない。現在 有効 な リソースを

次のステ ップ に飛躍 させ うる能力、現在 のポジシ ョンを次 の段階でのポジシ ョン構

築に活用で きる能力 と飛躍 こそが、持続的競争優位 を達成す るた めの重要な課題 な

のである。 したがって、一時点間の競争優位 を円滑 につなげ られ るタイ ミングと戦

略的意図、そ して企 業のマネ ジメン トシステム こそ、持続的競争優位 を可能 とす る

重要 な要素である言 える。

おわ りに

本稿 では、現実 の企 業経営 にお ける競争戦略は、ポジシ ョニ ングとRBVの 統合 的

な視点で構想 ・展 開 されてお り、戦略理論 に関す る学際的な研究 において も、両理

論の統合的 な分析手法 が求め られ ることを提示 した。そ して、企業の持続的競争優

位 に関す る今 日の理論 が、静態的で一時的 な競争優位 を説 明す るものにす ぎな く、

烈 しい変化の時代 には時点間のっなが りと一時点か ら次の時点への飛躍 が重要であ

ることを述べて きた。特に、一度獲 得 した ポジシ ョンも リソース も内外環境 要因の

変化に より陳腐化 され、持続的競争優位 を獲得す るためには、絶えず 自社 のポジショ

ン とリソースを飛躍 してい くこ とが必要で あると考 えている。

しか し、本稿 は、企業 が一時点で競争優位 を獲得す るプ ロセスに関 しては、既存

のポジシ ョニ ングお よびRBVの 手法 に頼 ってお り、 リソース とポジシ ョンとの融合

性 の中で、いかに一時点 で競争優位 を獲得 してい くのかに関す る解 明までには及ん

でいない。 この点 は今後 の研究課題 として取 り組 み、ポジシ ョニ ング とRBVの 統合

的 な視点に基づ き、競争優位獲得 のプ ロセスに関 して、 さらに理論的精緻化 を図っ

ていきたい。
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